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① 埼玉中部環境保全組合（以下、「本組合」という。）は、令和 3 年 9 月 16 日
に、鴻巣市、北本市、吉見町（以下、「構成市町」という。）が締結した「新た
なごみ処理施設の整備促進に関する基本合意書」を受け、令和４年度から新たな
ごみ処理施設等の建設に係る事務に着手している。 

② 本組合が所有するごみ処理施設「埼玉中部環境センター（以下、「現施設」と
いう。）」は供用開始から約 41 年が経過しており、老朽化による処理能力の低
下や維持管理コストの増加が懸念されることから、厳しい財政事情を踏まえた効
率的なシステムの構築を念頭に、循環型社会の形成に寄与する新施設の整備が急
務となっている。 

③ 新たなごみ処理施設等整備基本計画（以下、「本計画」という。）は、整備構
想を参考に新たなごみ処理施設等建設検討委員会（以下、「建設検討委員会」と
いう。）での調査研究及び検討を踏まえ、地域の状況や法規制等を十分に把握し、
最新の技術動向を考慮したうえで、新施設整備事業（以下、「本事業」という）
に関する全体計画や設備計画に関連する基本的方針をとりまとめるものである。
なお、本事業の範囲に現施設の解体工事は含まれていない。 

 

国、県、構成市町の上位・関連計画及び整備構想との整合を図った計画とする。ま
た、新たなごみ処理施設等整備事業に係る要求水準書 1・発注仕様書 2 作成等の基礎資
料となる。 

 

【基本理念】 

地球に優しい「循環型社会」、「脱炭素社会」を目指し、 
市民町民に親しまれる施設づくりを進めます 

【基本方針】 

方針 1 周辺環境に配慮し、安全・安心で安定した施設 

方針 2 限りある資源やエネルギーの有効活用を図り、地球に優しい施設 

方針 3 災害に対して強く、地域の拠点となる施設 

方針 4 経済性と効率性を勘案した施設 

方針 5 環境学習の場として、市民町民に開かれた施設 
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本計画の策定にあたっては、建設検討委員会を設置し、本計画策定に向けての調査
研究及び検討を行った。（表１参照） 

また、令和 6 年 11 月から同年 12 月に実施したパブリック・コメントを踏まえた計
画としている。 

なお、民間事業者の参入意向、各種事業条件に対する意見、概算事業費及び技術的
事項等の内容を調査するため、令和 5 年 9 月から同年 10 月に実施した「メーカーア
ンケート」、令和 6 年 3 月から同年 5 月に実施したメーカーへの「市場調査」の結果
も参考としている。 
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① 建設予定地の位置は図 １に示すとおり、鴻巣市郷地安養寺地内で、敷地面積 
は約 5.8ha となる。現在農地として利用されているため、農業振興地域整備計画
変更手続き 3 及び都市計画決定手続き 4 を行う必要がある。 

② 地盤状況については、建設予定地で過去に実施した地質調査結果より、建物を
支持する地盤が確認されている。また、液状化 5 の可能性は低いとされている。 

 

建設予定地に出入りする搬入車両の台数は、約 250 台/日を想定している。 

現施設にある可燃ごみ処理施設及び粗大ごみ処理施設以外の施設についても、整備
対象施設を検討した。なお、鴻巣市吹上地域のごみも処理するものとする。 

 
① 可燃ごみ処理施設以外の処理施設 

新しく制定されたプラスチック資源循環法 6（令和 4 年 4 月施行）を踏まえ、現
在再資源化を行っている容器包装プラスチックに加え、プラスチック使用製品の再
資源化にも対応等を行うこととし、本事業では可燃ごみ処理施設以外の施設として、
粗大・不燃ごみ処理施設、プラスチック類資源化施設、ストックヤードの３施設を
整備する方針とした。 

② 可燃ごみの補助的な処理施設 
資源循環を推進する国の動向を踏まえ、可燃ごみの更なる資源化・燃料化及び可

燃ごみ処理施設の施設規模縮減を目的として、「剪定枝の堆肥化・チップ化施設（以
下、「剪定枝資源化施設」という。）」を整備する方針とした。 
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計画目標年度（令和 14 年度）における計画ごみ処理量を図 ２に示す。当初、ごみ
排出量実績に基づいた推計値を用いて施設規模を検討していたが、基本方針４「経済
性と効率性を勘案した施設」を考慮し、構成市町の一般廃棄物処理基本計画に示され
る目標値等を採用した。そのため、引き続きごみの減量化を推進する必要がある。 

 

各施設の年間必要処理量及び施設規模を表 2 に示す。可燃ごみ処理施設について
は、災害廃棄物 7 処理量として令和 14 年度の計画ごみ処理量（38,800t/年）の 10%
（3,880ｔ/年）を加算する。 
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① 可燃ごみ処理施設の処理方式は、基本方針に沿った「周辺環境への配慮」、「安
全・安心」、「資源・エネルギーの有効活用」、「災害対応」、「経済性」の観
点から評価（点数化）を行った結果、最も点数が高かったのは「焼却（ストーカ
式（表３参照））」であった。 

② プラントメーカーに対してのアンケートにおいても、全社から「焼却（ストー
カ式）」が最も適切であるとの回答があった。このことから、発注時において焼
却（ストーカ式）以外の提案がされることは考えづらく、競争の原理も十分に働
くと考えられるため、処理方式を 1 方式に絞り込むこととした。 

③ 本組合の可燃ごみ処理施設（新施設）の処理方式は、「焼却（ストーカ式）」
を選定した。以降、可燃ごみ処理施設をエネルギー回収型廃棄物処理施設という。 

 
 

炉数構成も処理方式と同様に評価を行い、「2 炉構成」とした。  
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① ごみ処理施設は、公害に関する各種関係法令（大気汚染防止法、ダイオキシン
類 9 対策特別措置法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律、騒音規制法、振動規
制法、水質汚濁防止法、悪臭防止法等）や、関係条例により、環境に対する法令
等基準値が定められている。 

② 排ガスについては法令基準値よりも厳しい自主基準値を設定した。それ以外の
項目については、法令基準値を遵守し、周辺環境の保全に取り組むものとする。 

排ガスに係る自主基準値は表 4 の赤枠箇所のとおり、法令等基準値の遵守を前提
とし、埼玉県内の同規模施設の自主基準値を参考に、技術的に達成可能な基準値とし
た。 
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① 本計画の基本理念では、構成市町のゼロカーボンシティ宣言を鑑み、「脱炭素
社会」を目指すことを掲げていることから、本計画における成果を確認するため
に、二酸化炭素排出量の試算を行った。 

② 算定範囲は収集運搬から生成物の搬出までとした。また、不燃ごみ中のプラス
チック類は、現在は民間委託によりサーマルリサイクル 11 を行っているが、新施
設では主にマテリアルリサイクル 12 等を行うこととなるため、不燃ごみ中のプラ
スチック類についても算定範囲に含めることとした。なお、脱炭素の観点から考
えた場合、可燃ごみの大半を占める厨芥類、紙類、木くず等の焼却によって排出
された二酸化炭素はカーボンニュートラル１3 として扱われるため、算定には含ま
れない。 

③ 図 ３に示す試算結果では、電気供給による削減や、不燃ごみ中のプラスチック
類をプラスチック類資源化施設でマテリアルリサイクル等につなげることによ
る削減により、新施設（２０３２年度稼働予定）の二酸化炭素排出量は、現施設
（２０１８年度から２０２２年度の平均）と比較して約５5％の削減になると想
定された。 

 

図 ３ 【参考】二酸化炭素排出量の試算結果（全体）
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① 鴻巣市の地震ハザードマップでは、建設予定地周辺は危険度５（全壊する建物
の割合：5%以上）とされているが、液状化マップ等においては液状化の可能性は
「低い」とされている。 

② 新施設の耐震安全性の目標は、「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準１4（平
成 25 年 3 月、国土交通省）」に基づき、各処理施設等で想定する役割・機能を
踏まえ、災害活動に必要な施設や指定避難所と同等の目標を設定した（一部施設
を除く）。 

 

① 建設予定地において、内水 15 による浸水想定はないものの、元荒川、野通川、
及び星川の氾濫における想定最大規模の浸水深は最大約 1.1ｍと想定されている。
このことから内水による浸水深は、現況地盤から約 1.2ｍと想定する。 

② 建設予定地における荒川や利根川の河川の氾濫により想定される浸水深は、表
5 のとおりである。 

16

17

③ 内水による浸水（約 1.2m）への対策は、図４のとおり建設予定地全域を対象に
盛土による嵩上げを行い、対策する高さは県道高さ（約 1.0m）+0.5m とする 

④ 計画規模・想定最大規模の降雨（最大約 3.75m）による浸水への対策は、ラン
プウェイの設置等の建築計画により施設に浸水対策を行うことを基本とする。 

ごみ処理施設は、各施設の環境学習・啓発機能によりごみの分別やリサイクル等の環
境問題について学ぶことができる場である。環境学習・啓発機能の導入方針として、施
設見学機能（エネルギー回収型廃棄物処理施設、粗大・不燃ごみ処理施設、プラスチッ
ク類資源化施設）、展示物による啓発機能、リユース機能１8、緑地その他の機能につい
て導入するとし、詳細は事業者提案等によるものとする。
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施設概要を示した施設配置想定図を図 ５に示す。施設配置については今後事業者の提案によって決定する。 

１  
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① ごみ処理施設整備・運営事業は、施設の整備及び運営を公共で実施する「公設公
営方式（DB 方式）」が主流だったが、平成 11 年に「民間資金等の活用による公共
施設等の整備等の促進に関する法律１9」が制定され、民間事業者の資金、経営能力
及び技術的能力を活用した官民連携によるサービスの提供を行う、公設民営方式等
による事業方式を採用する自治体が増えつつある。事業方式の概要を表 6 に示す。 

 

② 運営期間２０年間における施設整備費の返済費及び運営費等を想定して事業方
式の検討を行い、評価の高かった「DBO 方式」を新施設の事業方式に選定した。整
備期間は、市場調査より 4.5 年間程度とする提案があったことから、今後の検討事
項とする。 

①  造成工事費を含む概算施設整備費は約 463 億円となった（表７参照）。この時
の概算施設整備費に係る財源計画は、交付金 20 が約 118 億円、地方債 21 が約 286
億円（内、交付税措置 22121 億円）、一般財源 23 が約 59 億円となる（表 8 参照）。 

② 概算運営・維持管理費は、概算施設整備費の約 463 億円とは別に、年間当たり約
12 億円（DBO 方式、税込）を見込んでいる。 
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令和 14 年度の新施設稼働を予定しており、新施設稼働までの事業スケジュールを
表 9 に示す。 

● 
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本組合の沿革 

本組合は構成市町によるごみの中間処理を行う一部事務組合であり、設立から 47 年
となる。表 10 に沿革を示す。 
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用語集 

本資料で用いる用語の意味は以下のとおりとする。 
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